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1. はじめに 

平成26年度の道路法の一部改正に伴い，道路トン

ネルの定期点検は5年に1回の頻度で実施することが

義務付けられた1)．定期点検結果にもとづく対策区分

の判定では，覆工コンクリート（以降，覆工と称す）

1スパンにおけるひび割れ等の各変状に対して，外力，

材質劣化，漏水毎の判定が行われている．この判定結

果に基づきスパンごとに健全性を診断したのち，ト

ンネル全体の健全性の診断が行われている．しかし

ながら，トンネル健全性診断の判定基準は技術者の

主観的かつ定性的な判断が中心で，技術者の技術，経

験によるブレが懸念されている．さらに，今後のわが

国の少子高齢化による技術者不足を考慮すると，

個々の技術者に依存しない定量的な判定基準が必要

となる． 

一方で，既往研究2)で提案されているTunnel-lining 

Crack Index（以降，TCIと称す）は覆工に生じたひび

割れの幅，長さ，角度を数値化できる覆工の定量的健

全度判定指標であるが，技術者の技術，経験的な判定

結果との比較・考察はあまり行われていない． 

そこで本研究では，トンネル健全性の定量的な判

定指標を提案することを目的とし，表-1に示す技術

者が覆工のひび割れを定性的に判定しているひび割

れに対する判定区分3)（以降，判定区分と称す）とTCI

およびTCI増加量ならびにTCIを導出する際に用いる

ひび割れの幅，長さの経年的な増大との関連分析を

行った． 

2. 分析対象トンネル 

分析対象トンネルは過去2回以上の点検記録があ

る計13本のトンネル，総数501スパンである．このう

ち山口県が管理するトンネルが11本，福岡県が管理

するトンネルが2本である． 

3. 技術者による判定とTCI増加量のひび割れ進行

性に対する関連分析 

ひび割れの経年的変化，つまり進行性が高い覆工

スパンでは，健全性が低い傾向があると考えられる．

そこで，対象トンネルにおいて，ひび割れ進行性を示

すと考えられるTCI増加量と判定区分を比較した．こ

こで，TCI増加量とは過去2回分のTCIの差分である．

図-1に，定期点検1回目より2回目の判定区分が低下

したスパン(19スパン)における判定区分とTCI増加量

の関係を示す．図-1より判定区分がⅠからⅡbに低下し

たスパンではTCI増加量が減少（ひびわれが減少）し

ているスパンの方が多く見られた．一方で，判定区分

がⅡbからⅡaに低下したスパンでは，すべてのスパン

でTCI増加量が増加（ひびわれが増加）した．これは，

表-1に示す技術者による判定の指標となる表のとお

り，判定区分ⅡbからⅡaにおいてはひび割れ進行性に

図-1 判定区分が低下したスパンにおける
判定区分と TCI 増加量 
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表-1 ひび割れに対する判定区分3) 

判定区分 変状の状態

Ⅰ
ひび割れが生じてない，または生じていても軽微で，措置を必要と
しない状態

Ⅱ

Ⅱb
ひび割れがあり，その進行が認められないが，将来的に構造物の機
能が低下する可能性があるため，監視を必要とする状態

Ⅱa

ひび割れがあり，進行が認められ，将来的に構造物の機能が低下
する可能性があるため，重点的な監視を行い，予防保全の観点から
計画的に対策を必要とする状態

Ⅲ
ひび割れが密集している，またはせん断ひび割れ等があり，構造物
の機能が低下しているため，早期に対策を講じる必要がある状態

Ⅳ

ひび割れが大きく密集している，またはせん断ひび割れ等があり，
構造物の機能が著しく低下している，または圧ざがあり、緊急に対
策を講じる必要がある状態
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よって技術者が判定区分を決定していることが読み

取れる．したがって，技術者の判定とTCI増加量に

一致している． 

4. 覆工ひび割れ幅および長さの経年変化分析 

既往研究 4)では，TCI 増加量をひび割れ幅の増大と

ひび割れ長さの増大，さらに新しく発生したひび割

れに起因するものの 3 種類に分離することで詳細な

ひび割れ進行性を把握できることが示されている．

ただし，技術者の判定との比較は行われておらず，ま

た，その分離方法は覆工点検結果のひびわれ 1 本ず

つの幅と長さの経年変化を把握する必要があり，多

くの手間を要するという問題点があった．そこで本

研究では，簡便にひびわれの幅と長さの増加割合を

知るために，覆工 1 スパンにおけるひびわれの単位

長さあたりの幅および，単位幅あたりの長さを算出

し，経年によるそれらの変化を分析した． 

4-1.算出方法 

 各スパンに発生したひび割れの幅と長さの積の和

からそのスパンにおけるひび割れの総面積を算出し

た．そして，総面積をそのスパンにおけるひび割れの

長さの合計で除することで，単位長さあたりの平均

幅を，また，総面積をそのスパンにおけるひび割れの

幅で除することで，単位幅あたりの長さを算出する．

これらの結果を経年的に比較することで経年的にひ

び割れの長さが増大したのか幅が増大したのかを判

断した． 

4-2.技術者による判定とひび割れの幅，長さの経年

的な増大の関連分析 

 前節で技術者の判定と TCI 増加量におけるひび割

れ進行性に対する評価が同義であることが分かった．

そこで，より詳細なひび割れ進行性と技術者の判断

を比較するため，判定区分が低下したスパンにおけ

るひび割れ幅の増大と長さの増大の関係を求めた．

図-2 に判定区分がⅠからⅡb に低下したスパン(16 ス

パン)における幅と長さの増大の関係を，図-3に判定

区分がⅡbからⅡaに低下したスパン(3スパン)におけ

る幅と長さの増大の関係を示す．各図は点検 1 回目

の算出結果に対する点検 2 回目の算出結果を割合で

示したものである．図-2 より判定区分がⅠからⅡb に

低下したスパンでは幅と長さの増大に明確な関係は

見られないが，図-3 より判定区分がⅡb からⅡa に低

下したスパンでは，すべてのスパンでひび割れ幅の 

増大が卓越していることがわかる．このことから判

定区分が低下する場合は，ひび割れ幅の増大が技術

者の判断に与える影響が大きいと推測できる． 

5. まとめ 

 本研究では，ひび割れ進行性を示すTCI増加量と判

定区分，TCIを基盤としたひび割れの幅，長さの経年

的な増大と判定区分の関連分析を行った．分析の結

果，TCI増加量によりひび割れ進行性を適切に把握で

き，そのうちひび割れ幅，長さの増大に着目をすると

幅の増大が技術者の判断に与える影響が大きいと推

測された．今後は，対象スパン数を増やし，結果の妥

当性を検討する． 
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図-2 判定区分がⅠからⅡb に低下したスパン
における長さと幅の増大 
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図-3 判定区分がⅡb からⅡa に低下したスパン
における長さと幅の増大 
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